
郡山市公的個人認証サービス要綱 

（趣旨） 

第１条 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成

14 年法律第 153 号。以下「法」という。）の施行については、電子署名等に係る地方公共

団体情報システム機構の認証業務に関する法律施行令（平成 15 年政令第 408 号。以下「政

令」という。）、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

施行規則（平成 15 年総務省令第 120 号。以下「省令」という。）及び公的個人認証サービ

ス事務処理要領（平成 16 年１月５日総行自第１号。以下「要領」という。）に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

（電子証明書発行の申請） 

第２条 法第３条第２項及び法第 22 条第２項の申請書は、署名用電子証明書／利用者証明

用電子証明書新規発行／更新申請書（第１号様式）によるものとする。ただし、次の各号

に該当する場合には、別途様式により申請することとする。 

(1) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に規定する

個人番号、個人番号カード、特定個人情報の提供等に関する命令（平成 26 年 11 月 20 日

総務省令第 85 号。）27 条第 2 項の在留期間更新に伴う個人番号カードの有効期間変更に

よる電子証明書発行の申請書は、個人番号カード在留期間更新に伴う有効期間変更申請

書兼電子証明書発行／更新申請書（第２号様式）によるものとする。 

(2) 法第 17 条第２項から第４項の券面記載事項変更による電子証明書発行の申請書は、個

人番号カード券面記載事項変更届兼電子証明書新規発行申請書（第３号様式）によるもの

とする。 

（代理人による電子証明書発行の申請） 

第３条 省令第５条第１項第２号及び第２項第２号並びに省令第 41条第１項第２号及び第

２項第２号の回答書は、署名用電子証明書・利用者証明用電子証明書新規発行／更新照会

書兼回答書（第４号様式）によるものとする。ただし、次の各号に該当する場合には、別

途様式により申請することとする。 

(1) 在留期間更新に伴う個人番号カードの有効期間変更による電子証明書発行の回答書は、

個人番号カード在留期間更新に伴う有効期間変更兼電子証明書発行／更新照会書兼回答

書（第５号様式）によるものとする。 

(2) 券面記載事項変更による電子証明書発行の回答書は、個人番号カード券面記載事項変

更兼署名用電子証明書新規発行照会書兼回答書（第６号様式）によるものとする。 

（電子証明書失効の申請及び秘密鍵漏えい等の届出） 

第４条 法第９条第２項の申請書及び法第 10 条第２項の届出書並びに法第 28 条第２項の

申請書及び法第 29 条第２項の届出書は、署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書 

失効申請／秘密鍵漏えい等届出書（第７号様式）によるものとする。ただし、次の各号に

該当する場合には、別途様式により申請することとする。 



(1) 個人番号カードの紛失による場合には、個人番号カード紛失･廃止届兼電子証明書失効

申請／秘密鍵漏えい等届出書（第８号様式）によるものとする。 

(2) 個人番号カードの返納による場合には、個人番号カード返納届兼電子証明書失効申請

書（第９号様式）によるものとする。 

（代理人による電子証明書失効の申請及び秘密鍵漏えい等の届出） 

第５条 省令第５条第３項及び第４項並びに省令第 41 条第３項及び第４項の回答書は、署

名用電子証明書／利用者証明用電子証明書失効申請／秘密鍵漏えい等届出照会書兼回答

書（第 10 号様式）によるものとする。 

（認証業務情報の開示請求） 

第６条 法第 58 条第１項の規定に基づく開示請求に使用する書面は、認証業務情報開示請

求書（第 11 号様式）によるものとする。 

（代理人による認証業務情報の開示請求） 

第７条 省令第 75 条第２項第２号及び第３項第２号の回答書は、認証業務情報開示請求照

会書兼回答書（第 12 号様式）によるものとする。 

 （認証業務情報の訂正等請求） 

第８条 法第 61 条第１項の規定に基づく訂正等請求に使用する書面は、認証業務情報訂正

等請求書（第 13 号様式）によるものとする。 

（代理人による認証業務情報の訂正等請求） 

第９条 省令第 76 条第２項第２号及び第３項第２号の回答書は、認証業務情報訂正等請求

照会書兼回答書（第 14 号様式）によるものとする。 

 （暗証番号変更・再設定の申請）                    

第 10 条 要領第３の１(１)ア(ア)Ａの申請書は、個人番号カード暗証番号変更・再設定兼

電子証明書暗証番号変更・再設定申請書（第 15 号様式）によるものとする。  

（代理人による暗証番号変更・再設定の申請） 

第 11 条 要領第３の１(２)ア(ア)Ｃの回答書は、個人番号カード・電子証明書設定暗証番

号変更・再設定照会書兼回答書（第 16 号様式）によるものとする。 

 （顔認証カードへの設定切替の申請） 

第 12 条 要領第３の１(３)ア(ア)Ａの申請書は、暗証番号の設定を希望しない旨の申請書

（顔認証マイナンバーカードへの設定切替申請書）（第 17 号様式）によるものとする。 

（代理人による顔認証カードへの設定切替の申請） 

第 13 条 要領第３の１(４)ア(ア)Ｃの委任状は、暗証番号の設定を希望しない旨の申請（顔

認証マイナンバーカードへの設定切替申請）委任状（第 18 号様式）によるものとする。 

（住所地以外の市区町村を経由した電子証明書発行の申請） 

第 14 条 要領第２の１(１)ア(ア)Ｂ(Ｅ)及び(エ)Ｃの規定により住所地以外の市区町村を

経由して電子証明書新規発行／更新申請書を提出するときに暗証番号の届出に使用する

書面は、個人番号カード・電子証明書暗証番号設定依頼書兼個人番号カード送付先情報登



録申請書(第 19 号様式)によるものとする。                             

（電子証明書交付状況の記録） 

第 15 条 要領第２の１(１)ア(ケ)及び(２)ア(ケ)の記録簿は、電子証明書交付記録簿（第

20 号様式）とする。   

（利用者確認の際に提出する書類）  

第 16 条 省令第５条第１項第１号及び省令第 41 条第１項第１号の市長が適当と認める書

類は、別表１に掲げるものとする。 

２ 省令第５条第１項第２号及び省令第 41 条第１項第２号の市長が適当と認める書類は、

別表２に掲げるものとする。 

（代理人申請等の際に提出する書類）  

第 17 条 省令第５条第２項第１号及び省令第 41 条第２項第１号の市長が適当と認める書

類は、別表１に掲げるものとする。 

２ 省令第５条第２項第２号及び省令第 41 条第２項第２号の市長が適当と認める書類は、

別表２に掲げるものとする。 

（認証業務情報の開示請求の際に提出する書類） 

第 18 条 省令第 75 条第２項第１号の市長が適当と認める書類は、別表１に掲げるものと

する。 

２ 省令第 75 条第２項第２号の市長が適当と認める書類は、別表２に掲げるものとする。 

（代理人による認証業務情報の開示請求の際に提出する書類） 

第 19 条 省令第 75 条第３項第１号の市長が適当と認める書類は、別表１に掲げるものと

する。 

２ 省令第 75 条第３項第２号の市長が適当と認める書類は、別表２に掲げるものとする。 

（認証業務情報の訂正等請求の際に提出する書類） 

第 20 条 省令第 76 条第２項第１号の市長が適当と認める書類は、別表１に掲げるものと

する。 

２ 省令第 76 条第２項第２号の市長が適当と認める書類は、別表２に掲げるものとする。 

（代理人による認証業務情報の訂正等請求の際に提出する書類） 

第 21 条 省令第 76 条第３項第１号の市長が適当と認める書類は、別表１に掲げるものと

する。 

２ 省令第 76 条第３項第２号の市長が適当と認める書類は、別表２に掲げるものとする。 

別表１（第 16 条、第 17 条、第 18 条、第 19 条、第 20 条、第 21 条関係） 

旅券 

一時庇護許可書 

在留カード 

仮滞在許可書 

特別永住者証明書 



運転免許証 

運転経歴証明書(平成二十四年四月一日以後に交付されたものに限る。) 

船員手帳 

海技免状 

小型船舶操縦免許証 

猟銃・空気銃所持許可証 

身体障害者手帳 

戦傷病者手帳 

宅地建物取引士証 

電気工事士免状 

無線従事者免許証 

認定電気工事従事者認定証 

特種電気工事資格者認定証 

耐空検査員の証 

航空従事者技能証明書 

運航管理者技能検定合格証明書 

動力車操縦者運転免許証 

教習資格認定証 

検定合格証 

個人番号カード 

官公庁がその職員に対して発行した身分を証明するに足りる文書で当該職員の写真を貼

り付けたもの 

別表２（第 16 条、第 17 条、第 18 条、第 19 条、第 20 条、第 21 条関係） 

別表１に掲げるものが更新中の場合に交付される仮証明書や引換証類 

療育手帳 

敬老手帳 

生活保護受給者証 

健康保険の被保険者証 

各種年金証書 

その他本人しか持ち得ないと認められるもの 

 

附 則 

 この要綱は、平成 16 年 1 月 29 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 16 年 3 月 8日から施行する。 

附 則 



 （施行規則） 

この要綱は、平成 25 年 7 月 8日から施行する。 

 （経過措置） 

 この要綱の施行の際、現に改正前の様式の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、 

所要の調整をして使用することができる。 

附 則 

 （施行規則） 

この要綱は、平成 27 年 10 月 5 日から施行する。 

 （経過措置） 

 この要綱の施行の際、現に改正前の様式の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、 

所要の調整をして使用することができる。 

附 則 

 （施行規則） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

 この要綱の施行の際、現に改正前の様式の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、

所要の調整をして使用することができる。 

附 則 

 （施行規則） 

この要綱は、令和５年 12 月 15 日から施行する。 

 （経過措置） 

この要綱の施行の際、現に改正前の様式の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、

所要の調整をして使用することができる。 

附 則 

 （施行規則） 

この要綱は、令和６年２月１日から施行する。 

 （経過措置） 

 この要綱の施行の際、現に改正前の様式の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、

所要の調整をして使用することができる。 

  



第１号様式（第２条関係） 

 



第２号様式（第２条第１号関係） 

 

第２号様式（第２条第１号関係）

郡山市長　様

令和　　年　　月　　日

※１　個人番号がわからない場合は、生年月日と性別を記載してください。

※２　在留期間の延長種別について、いずれかの□欄にチェックをつけてください。

※３　在留期間の特例の場合は、在留期間の満了日から２ヶ月後の日付を記載してください。

※４　在留資格の変更を伴う場合は、新たな在留資格名を記載してください。

※５　在留期間の特例の場合は、２ヶ月と記載してください。

※

電子証明書の更新を併せて希望される場合、該当する□欄にチェックををつけてください。

代理人申請の場合は、以下に記入してください。

市町村記載欄

※　事務処理記載欄

（参考）個人番号の記載がある場合は、生年月日と性別に加えて、住所の記載も省略することが可能です。
　　　　

利用者

証明用

電子証

明書

通信の有無 破棄／職権失効の有無と回数 発行手数料額

 1．無

 2．有　　（　　　）回

 1．無

 2．有　　（　　　）回
　　　　　　　　円

無通信、破棄／職権失効及び発行手数料無料の理由

署名用

電子証

明書

通信の有無 破棄／職権失効の有無と回数 発行手数料額

 1．無

 2．有　　（　　　）回

 1．無

 2．有　　（　　　）回
　　　　　　　　円

無通信、破棄／職権失効及び発行手数料無料の理由

本

人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

代

理

人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

　1.無

　2.有（紙・電子）

受付担当者 受付年月日

令和　  　年　  　月　  　日

本人確認書類等の種類 複写等の有無

　外国人住民の区分

　在留期間等満了日の有無

　在留期間等満了日

電 話 番 号

新たな
在留資格

※４

新たな
在留期間

※５

お持ちの個人番号カードの発行日から10回目（18歳未満の場合は5回目）の誕生日又は新たな在留期間満了日のいずれか早い日
が新たな有効期間となります。

申請内容
署名用電子証明書の更新 □

利用者証明用電子証明書の更新 □

代 理 人 　 本人との関係

住 所

有効期間の
変更理由

※２

　 □ 在留期間更新　　　□ 在留資格変更
新たな

在留期間
満了日
※３

   □ 在留期間の特例　

氏 名   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住 所

電 話 番 号

現 に 有 す る
在 留 資 格

在留期間の
満了日

在留期間

個人番号カード　在留期間更新に伴う有効期間変更申請書
電子証明書　発行／更新申請書

個 人 番 号
生年月日

※１
性別
※１

男・女



第３号様式（第２条第２号関係） 

 



第４号様式（第３条関係） 

 



第５号様式（第３条第１号関係） 

 

第５号様式（第３条第１号関係）

〇〇町〇〇番〇〇号

〇〇　〇〇様

　　　　　　　

〒○○○-○○○○ 令和　　年　　月　　日　　

（申請者／利用者の氏名）

　私は、下記の者を代理人として個人番号カードの在留期間更新に伴う有効期間変更及び電子証明書の発行／更新に
関する手続についての権限を委任しましたので通知します。

（代理人の住所）

（代理人の氏名）

（本人との関係）

 ④券面事項入力補助用
　暗証番号

②③は、４桁の数字のみです。

委任状　 令和　　年　　月　　日

　 郡山市長　殿

（申請者／利用者の住所）

※ご自身で設定されている従来の暗証番号をご記入いただき、再度同じ暗証番号を設定致しますので、あらかじめご了承くださ
い。数字の「０」と英大文字の「Ｏ（オー）」、数字の「１」と英大文字の「Ｉ（アイ）」などの混同を避けるため、必要があ
れば振り仮名をつけるなど分かりやすくご記入ください。
※署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書を初めて発行する場合は、ご自身の希望される暗証番号をご記入ください。

①署名用電子証明書
　暗証番号

②利用者証明用電子証明書
　暗証番号

③住民基本台帳用
　暗証番号

①は、アルファベット大文字と数字の組み合わせ（どちらも必ず１文
字以上使用）で、６桁以上16桁以下です。
アルファベット小文字は設定できません。

（申請者／利用者の氏名）

郡山市長　品川　萬里

（ 公　印　省　略 ）

個人番号カード　在留期間更新に伴う有効期間変更
電子証明書　発行／更新

照会書兼回答書

　本日、あなたの個人番号カードの在留期間更新に伴う有効期間変更及び電子証明書の発行／更新に係る手続開始の依頼を受付けましたので
照会します。あなたの意思に基づく依頼に相違なければ下記の回答書に必要事項を記載の上、署名又は記名押印して持参して下さい。
（ご注意）
(1) あなたご自身が来庁される場合は、電子証明書の暗証番号の記入は必要ありません。
(2) やむを得ず回答書の持参を代理人に依頼されるときは、以下の点を守ってください。
　　・必要事項を記載のうえ、署名又は記名押印してください。
　　・署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書の暗証番号（発行を希望しない場合は不要）と住民基本台帳用暗証番号を記
　　　入し、その上に隠蔽シールを貼付する等、他人の目に触れないような措置を必ず講じた上で、代理人に持参させなくては
　　　なりません。
　　・あなたとあなたが指定した代理人が本人であることを確認するため、あなたの個人番号カードと代理人の個人番号カード
　　　又は運転免許証等の本人確認書類を提示することが必要です。
　　・代理人に、電子証明書を格納するための個人番号カードを委託してください。
(3) 回答書は必ず来庁の上、提出して下さい。郵送その他の方法により提出された場合は、受付けできません。

(4) 本書の有効期限は令和  年  月  日です。

回答書　 令和　  年　  月　　日

 　郡山市長　殿

　個人番号カードの在留期間更新に伴う有効期間変更及び電子証明書の発行／更新は、私の意思によって申請するものに相
違ありません。

（申請者／利用者の住所）

情報保護シール(目隠しラベル）を貼付けしてください。



第６号様式（第３条第２号関係） 

 

第６号様式（第３条第２号関係）

〇〇町〇〇番〇〇号

〇〇　〇〇様

　　　　　　　

〒○○○-○○○○

（申請者／利用者の氏名）

　私は、下記の者を代理人として個人番号カードの券面記載事項変更及び署名用電子証明書の新規発行に関する手続
についての権限を委任しましたので通知します。

（代理人の住所）

（代理人の氏名）

（本人との関係）

 ④券面事項入力補助用
　暗証番号

③は、４桁の数字のみです。

委任状　 令和　　年　　月　　日

　 郡山市長　殿

（申請者／利用者の住所）

※ご自身で設定されている従来の暗証番号をご記入いただき、再度同じ暗証番号を設定致しますので、あらかじめご了承くださ
い。数字の「０」と英大文字の「Ｏ（オー）」、数字の「１」と英大文字の「Ｉ（アイ）」などの混同を避けるため、必要があ
れば振り仮名をつけるなど分かりやすくご記入ください。
※署名用電子証明書を初めて発行する場合は、ご自身の希望される暗証番号をご記入ください。

①署名用電子証明書
　暗証番号

 ②利用者証明用電子証明書
　暗証番号

③住民基本台帳用
　暗証番号

①は、アルファベット大文字と数字の組み合わせ（どちらも必ず１文
字以上使用）で、６桁以上16桁以下です。
アルファベット小文字は設定できません。

（申請者／利用者の氏名）

令和　　年　　月　　日　

郡山市長　品川　萬里

（ 公　印　省　略 ）

個人番号カード　券面記載事項変更
署名用電子証明書　新規発行

照会書兼回答書

　本日、あなたの個人番号カードの券面記載事項変更及び署名用電子証明書の新規発行に係る手続開始の依頼を受付けましたので照会しま
す。あなたの意思に基づく依頼に相違なければ下記の回答書に必要事項を記載の上、署名又は記名押印して持参して下さい。
（ご注意）
(1) あなたご自身が来庁される場合は、電子証明書の暗証番号の記入は必要ありません。
(2) やむを得ず回答書の持参を代理人に依頼されるときは、以下の点を守ってください。
　　・必要事項を記載のうえ、署名又は記名押印してください。
　　・署名用電子証明書用暗証番号（発行を希望しない場合は不要）と住民基本台帳用暗証番号を記入し、その上に
　　　隠蔽シールを貼付する等、他人の目に触れないような措置を必ず講じた上で、代理人に持参させなくてはなりません。
　　・あなたとあなたが指定した代理人が本人であることを確認するため、あなたの個人番号カードと代理人の個人番号カード
　　　又は運転免許証等の本人確認書類を提示することが必要です。
　　・代理人に、電子証明書を格納するための個人番号カードを委託してください。
(3) 回答書は必ず来庁の上、提出して下さい。郵送その他の方法により提出された場合は、受付けできません

(4) 本書の有効期限は令和  年  月  日です。

回答書　 令和　  年　  月　　日

 　郡山市長　殿

　個人番号カードの券面記載事項変更及び署名用電子証明書の新規発行は、私の意思によって申請するものに相違ありませ
ん。

（申請者／利用者の住所）

情報保護シール(目隠しラベル）を貼付けしてください。



第７号様式（第４条関係） 

 

第７号様式（第４条関係）

地方公共団体情報システム機構　御中

1．必要事項

（ ）

年　 月 日

（ ）

2．内容

１．サービスの自発的な取り止め

２．利用者の秘密鍵の漏えい等

（例：個人番号カードの紛失・破損・盗難、廃止、暗証番号の漏えい等）

１．サービスの自発的な取り止め

２．利用者の秘密鍵の漏えい等

（例：個人番号カードの紛失・破損・盗難、廃止、暗証番号の漏えい等）

※事務処理記載欄

　1.無

　2.有（紙・電子）

旧氏又は通称

（※）

住所

利用者証明用

電子証明書

代理人

の住所

代理人の

電話番号

※　外国籍を有する方で住民票に通称が記載されている方は、必ず通称を記載してください。

※　失効申請する電子証明書の種類に○を付けてください。

シリアル番号

シリアル番号

資料の有無

資料の有無

申請/届出

の年月日
（男 ・ 女） 令和　　年　　月　　日

署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書　失効申請／秘密鍵漏えい等届出書

　以下に申請／届出される方の氏名、住所等と申請／届出の年月日をご記入ください。また、代理人を通じて申請／届出

される場合は代理人の氏名、住所等も併せてご記入ください。

ふりがな

氏名

　ふりがな

本

人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

代

理

人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

複写等の有無本人確認書類等の種類

※　住民票に旧氏が記載されている方は、必ず旧氏を記載してください。

電話番号

生年月日

（ 無 ・ 有 ）

　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

明・大

昭・平

令　・

男

女

の

別

　失効申請等について、該当するものに○を付けてください。また、失効を希望される電子証明書のシリアル番号を確認

できる資料（個人番号カード、電子証明書の写し等）を本日お持ちいただいている場合にはその旨と、もしその番号をお

分かりになる場合には併せてそれもご記入ください。なお、個人番号カードをお持ちいただいている場合は、失効した電

子証明書及びその鍵ペアを当該個人番号カードより消去致しますので、あらかじめご了承ください。

署名用

電子証明書

（ 無 ・ 有 ）

受付担当者 受付年月日

本人との

関係

代理人

の氏名



第８号様式（第４条第１号関係） 

 

 第８号様式（第４条第１号関係）

郡山市長　様

令和　　年　　月　　日

（ ） 警察署 電話番号 （ ） －

※１　個人番号がわからない場合は、生年月日と性別を記載してください。

※２　個人番号カードの再交付を希望しない場合は、遺失届を届け出た警察署及び遺失届受理番号は記載不要です。

代理人による届出の場合は、以下に記入してください。

※ 事務処理記載欄

（参考）個人番号の記載がある場合は、生年月日と性別に加えて、住所の記載も省略することが可能です。

本人確認書類等の種類 複写等の有無

本
人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

代
理
人

　1.無

　2.有（紙・電子）

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

電 話 番 号

受付担当者 受付年月日

令和　　年　　月　　日

代 理 人 　 本人との関係

住 所

利用者証明用
電子証明書

シリアル番号 資料の有無 （無・有）

　1.　サービス利用の自発的な取り止め

　2.　利用者の秘密鍵の漏えい等

　　　（例：個人番号カードの紛失・破損・盗難・廃止、暗証番号の漏えい等）

署名用
電子証明書

シリアル番号 資料の有無 （無・有）

　1.　サービス利用の自発的な取り止め

　2.　利用者の秘密鍵の漏えい等

　　　（例：個人番号カードの紛失・破損・盗難・廃止、暗証番号の漏えい等）

　失効申請等について、該当するものに○を付けてください。また、失効を希望される電子証明書のシリアル番号を確認できる資料

（個人番号カード、電子証明書の写し等）を本日お持ちいただいている場合にはその旨と、もしその番号をお分かりになる場合には

併せてそれもご記入ください。

  なお、個人番号カードをお持ちいただいている場合は、失効した電子証明書及びその鍵ペアを当該個人番号カードより消去いたし

ますので、あらかじめご了承ください。

氏 名   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住 所

電 話 番 号

紛 失 の 経 緯

遺 失 届 を
届 け 出 た
警 察 署 ※ ２

遺 失 届 受 理
番 号 ※ ２

個人番号カード紛失・廃止届

電子証明書　失効申請/秘密鍵漏えい等届出書

個 人 番 号
生年月日

※１
性別
※１

男・女



第９号様式（第４条第２号関係） 

 

 第９号様式（第４条第２号関係）

郡山市長　様

令和　　年　　月　　日

※ 個人番号がわからない場合は、生年月日と性別を記載してください。

代理人による届出の場合は、以下に記入してください。

※ 事務処理記載欄

（参考）個人番号の記載がある場合は、生年月日と性別に加えて、住所の記載も省略することが可能です。

本人確認書類等の種類 複写等の有無

本
人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

代
理
人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

　1.無

　2.有（紙・電子）

電 話 番 号

受付担当者 受付年月日

令和　　年　　月　　日

代 理 人 　　 本人との関係

住 所

利用者証明用

電子証明書

シリアル番号 資料の有無 （無・有）

　1.　サービス利用の自発的な取り止め

　2.　利用者の秘密鍵の漏えい等

　　　（例：個人番号カードの紛失・破損・盗難・廃止、暗証番号の漏えい等）

返 納 理 由

　失効申請等について、該当するものに○を付けてください。また、失効を希望される電子証明書のシリアル番号を確認できる

資料（個人番号カード、電子証明書の写し等）を本日お持ちいただいている場合にはその旨と、もしその番号をお分かりになる

場合には併せてそれもご記入ください。なお、個人番号カードをお持ちいただいている場合は、失効した電子証明書及びその鍵

ペアを当該個人番号カードより消去いたしますので、あらかじめご了承ください。

署名用
電子証明書

シリアル番号 資料の有無 （無・有）

　1.　サービス利用の自発的な取り止め

　2.　利用者の秘密鍵の漏えい等

　　　（例：個人番号カードの紛失・破損・盗難・廃止、暗証番号の漏えい等）

電 話 番 号

個人番号カード返納届
電子証明書　失効申請書

個 人 番 号
生年月日

※
性別
※

男・女

氏 名  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住 所



第 10 号様式（第５条関係） 

 

第10号様式（第５条関係）

〒○○○-○○○○

〇〇町〇〇番〇〇号

〇〇　〇〇様

　　　　　　　

（申請者／利用者の氏名）

令和　　年　　月　　日　

郡山市長　品川　萬里

（ 公　印　省　略 ）

　署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書
　失効申請／秘密鍵漏えい等届出

照会書兼回答書

　本日、あなたの署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書の失効／秘密鍵漏えい等に係る手続開始の依頼を受付けましたので照会し
ます。
あなたの意思に基づく依頼に相違なければ下記の回答書に必要事項を記載の上、署名又は記名押印して持参して下さい。
（ご注意）
(1) やむを得ず回答書の持参を代理人に依頼されるときは、以下の点を守ってください。
　　・あなたとあなたが指定した代理人が本人であることを確認するため、あなたと代理人の個人番号カード又は運転免許
　　　証等の本人確認書類を提示又は提出することが必要です。
(2) 回答書は必ず来庁の上、提出して下さい。郵送その他の方法により提出された場合は、受付けできません。

(3) 本書の有効期限は令和  年  月  日です。

回答書　 令和　  年　  月　　日

 　郡山市長　殿

　署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書の失効申請／秘密鍵漏えい等届出は、私の意思によって申請するもの
に相違ありません。

（申請者／利用者の住所）

委任状　 令和　　年　　月　　日

　 郡山市長　殿

（申請者／利用者の住所）

（申請者／利用者の氏名）

　私は、下記の者を代理人として、署名用電子証明書／利用者証明用電子証明書の失効／秘密鍵漏えい等に関する手続につい
ての権限を委任しましたので通知します。

（代理人の住所）

（代理人の氏名）

（本人との関係）



第 11 号様式（第６条関係） 

 

第11号様式（第６条関係）

地方公共団体情報システム機構　御中

1． 必要事項

（ ）

年　 月 日

（ ）

2．内容

庁舎

県 支所

窓口

年　 月 日

※事務処理記載欄

　1.無

　2.有（紙・電子）

本人確認書類等の種類 複写等の有無

本

人

代

理

人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　)

明・大

昭・平

令　・

男女の別 （　男　・　女　）

受付担当者 受付年月日

　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

発行

年月日

発行

窓口

市

区

町

村

令和　　年　　月　　日

発行時点の

基本4情報

ふりがな

氏名

住所

生年

月日

開示請求

情報

 1．発行記録

 2．失効情報

 3．失効情報ファイル

署名用電子証明書の

シリアル番号

利用者証明用電子証

明書のシリアル番号

生年月日

明・大

昭・平

令　・

男

女

の

別

請求の

年月日
（男 ・ 女）

代理人

の氏名

本人との

関係

代理人

の住所

代理人の

電話番号

　開示を希望される情報に○を付け、その情報に関する電子証明書のシリアル番号、発行年月日及び発行窓口につ

いて、お分かりの範囲内でご記入ください。また、その電子証明書が発行された時点でのご自身の基本4情報を必ず

ご記入ください。なお、当時の氏名又は住所に代替文字（コンピュータ入力に際して正確に表示されない文字に置

き換える別の文字）を使用した場合には、代替文字に置き換えた後の氏名又は住所（電子証明書に記録されている

もの）をご記入ください。

　1に○を付けた場合は発行された電子証明書の内容、また2又は3に○を付けた場合は発行された電子証明書のシリ

アル番号、失効事由及び失効の年月日等について開示が行われることになります。ご記入頂いた情報が、調査を行

うのに不十分な場合は、開示を行えない場合がありますので、あらかじめご了承ください。

令和　　年　　月　　日

電話番号

認証業務情報開示請求書

　以下に請求される方の氏名、住所等と請求の年月日をご記入ください。また、代理人を通じて請求される場合は

代理人の氏名、住所等も併せてご記入ください。

ふりがな

氏名

住所



第 12 号様式（第７条関係） 

 

令和　年　月　日

〒○○○-○○○○

〇〇町〇〇番〇〇号 郡山市長　品川　萬里

（ 公　印　省　略 ）

〇〇　〇〇様

令和　年　月　日

(開示請求者の住所)

(開示請求者の氏名)

令和　年　月　日

(代理人の氏名)

(本人との関係)

委任状

 　郡山市長

(開示請求者の住所)

(開示請求者の氏名)

　私は、下記の者を代理人として、私の電子証明書に関する認証業務情報の開示請求に関する手続についての
権限を委任しましたので通知します。

(代理人の住所)

第12号様式（第７条関係）

 　郡山市長

　私の電子証明書に関する認証業務情報の開示請求は、私の意思によって請求するものに相違ありません。

住民基本
台帳用暗
証番号※

※既に設定している数字４桁の住基カード又は個人番号カードの住民基
本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーションに関する暗証番号
を記入してください。

認証業務情報開示請求照会書兼回答書

　本日、あなたの電子証明書に関する認証業務情報の開示請求に係る手続開始の依頼を受付けましたので照会
します。
　あなたの意思に基づく依頼に相違なければ下記の回答書に必要事項を記載の上、署名又は記名押印して、あ
なたご自身が持参して下さい。
（ご注意）
(1) やむを得ず回答書の持参を代理人に依頼されるときは、以下の点を守ってください。
　　・委任状に必要事項を記載の上、署名又は記名をしてください。
　　・あなたが指定した代理人が本人であることを確認するため、代理人とあなたの個人番号カード
　　　又は運転免許証等の本人確認書類を提出することが必要です。
(2) 回答書は必ず来庁の上、提出して下さい。郵送その他の方法により提出された場合は、受付けで
　　きません。
(3) 本書の有効期限は令和　年　月　日です。

回答書



第 13 号様式（第８条関係） 

 

第13号様式（第８条関係）

地方公共団体情報システム機構　御中

1． 必要事項

（ ）

年　 月 日

（ ）

2．内容

※事務処理記載欄

　1.無

　2.有（紙・電子）

本
人

免　パ　個　在　障
保　年　介　診　学
他(　　　　　　　)

代
理
人

免　パ　個　在　障
保　年　介　診　学
他(　　　　　　　)

受付担当者 受付年月日

　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

本人確認書類等の種類 複写等の有無

訂正等
請求
内容

訂正等
請求
理由

代理人の
電話番号

　今回の請求等の対象となる認証業務情報の開示を受けた年月日とその内容をご記入ください。
次に、訂正等を希望される情報とその内容、請求される理由等を詳しくご記入ください。

認証
業務
情報

開示を
受けた
年月日

令和　　　年 　　　月　 　　日

代理人
の氏名

請求の
年月日

（男 ・ 女）

本人との
関係

代理人
の住所

令和　　年　　月　　日

認証業務情報訂正等請求書

　以下に請求される方の氏名、住所等と請求の年月日をご記入ください。また、代理人を通じて請求される
場合は代理人の氏名、住所等も併せてご記入ください。

ふりがな

氏名

住所

電話番号

生年
月日

明・大

昭・平

令　・

男

女

の

別



第 14 号様式（第９条関係） 

 

令和　年　月　日

〒○○○-○○○○

〇〇町〇〇番〇〇号 郡山市長　品川　萬里

（ 公　印　省　略 ）

〇〇　〇〇様

令和　年　月　日

令和　年　月　日

　私は、下記の者を代理人として、私の電子証明書に関する認証業務情報の訂正等請求に関する手続についての

権限を委任しましたので通知します。

(代理人の住所)

(代理人の氏名)

(本人との関係)

第14号様式（第９条関係）

　認証業務情報訂正等請求照会書兼回答書

　本日、あなたの電子証明書に関する認証業務情報の訂正等請求に係る手続開始の依頼を受付けましたので照会

します。

　あなたの意思に基づく依頼に相違なければ下記の回答書に必要事項を記載の上、署名又は記名押印して、あな

たご自身が持参して下さい。

（ご注意）

(1) やむを得ず回答書の持参を代理人に依頼されるときは、以下の点を守ってください。

　　・委任状に必要事項を記載の上、署名又は記名をしてください。

　　・あなたが指定した代理人が本人であることを確認するため、代理人とあなたの個人番号カード

　　　又は運転免許証等の本人確認書類を提出することが必要です。

(2) 回答書は必ず来庁の上、提出して下さい。郵送その他の方法により提出された場合は、受付けで

　　きません。

(3) 本書の有効期限は令和　年　月　日です。

回答書

(開示請求者の氏名)

 　郡山市長

　私の電子証明書に関する認証業務情報の訂正等請求は、私の意思によって請求するものに相違ありません。

(開示請求者の住所)

(開示請求者の氏名)

住民基本

台帳用暗

証番号※

※既に設定している数字４桁の住基カード又は個人番号カードの住民基本

台帳ネットワークシステムに係るプリケーションに関する暗証番号を記入

してください。

委任状

 　郡山市長

(開示請求者の住所)



第 15 号様式（第 10 条関係） 

 

第15号様式（第10条関係）

郡山市長　様

令和　　年　　月　　日

※ 個人番号がわからない場合は、生年月日と性別を記載してください。

申請の内容について、該当する番号に○をつけてください。

代理人による届出の場合は、以下に記入してください。

※ 事務処理記載欄

（参考）個人番号の記載がある場合は、生年月日と性別に加えて、住所の記載も省略することが可能です。

令和　　年　　月　　日

本人確認書類等の種類 複写等の有無

本
人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

代
理
人

免　パ　個　在　障

保　年　介　診　学

他(　　　　　　　)

　1.無

　2.有（紙・電子）

住 所

電 話 番 号

受付担当者 受付年月日

電 話 番 号

代 理 人 本人との関係

申 請 内 容

1.署名用電子証明書 2.利用者証明用電子証明書

1.暗証番号の変更

2.暗証番号の再設定

　※暗証番号の初期化および変更を行います。

1.暗証番号の変更

2.暗証番号の再設定

　※暗証番号の初期化および変更を行います。

3.住民基本台帳用 4.券面事項入力補助用

1.暗証番号の変更

2.暗証番号の再設定

　※暗証番号の初期化および変更を行います。

1.暗証番号の変更

2.暗証番号の再設定

　※暗証番号の初期化および変更を行います。

個人番号カード暗証番号変更・再設定
電子証明書暗証番号変更・再設定

申請書

男・女

氏 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住 所

個 人 番 号
生年月日

※
性別
※



第 16 号様式（第 11 条関係） 

 



第 17 号様式（第 12 条関係） 

 

第17号様式（第12条関係）

郡山市長 殿

1． 必要事項

（ ）

年　 月 日

（ ）

2．内容

※事務処理記載欄

　1.無

　2.有（紙・電子）

暗証番号の設定を希望しない旨の申請書
（顔認証マイナンバーカードへの設定切替申請書）

　以下に申請される方の氏名、住所等と申請の年月日をご記入ください。また、代理人を通じて申請される場合は代理人の
氏名、住所等も併せてご記入ください。

ふりがな

氏名

住所

代理人の
電話番号

電話番号

生年
月日

明・大
昭・平

令・西暦

男
女
の
別

代理人
の氏名

令和　　年　　月　　日
申請の
年月日

（男 ・ 女）

本人との
関係

代理人
の住所

本
人

免　パ　個　在　障
保　年　介　診　学
他(　　　　　　　)

免　パ　個　在　障
保　年　介　診　学
他(　　　　　　　)

代
理
人

　申請の内容を確認し、チェックを付けてください。

【注意】

申請
内容

顔認証マイナンバーカードへの設定切替

・署名用電子証明書が搭載されている場合は、失効処理を行います。
・顔認証マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書は、健康保険証としての利用は可能ですが、マイナポータルなど暗証
番号の入力を必要とする各種オンラインサービスでは利用できません。

受付年月日

　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

本人確認書類等の種類 複写等の有無

受付担当者



第 18 号様式（第 13 条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第18号様式（第13条関係）

令和  　年  　月　  日

※申請者の氏名欄に申請者の署名または記名押印を行ってください。

暗証番号の設定を希望しない旨の申請（顔認証マイナンバーカードへの設定切替申請）

委任状

(代理人の住所)

(代理人の氏名)

(本人との関係)

　郡山市長　殿

（申請者／利用者の住所）

　　　　　　　(申請者／利用者の氏名）

　私は、下記の者を代理人として顔認証マイナンバーカードへの設定切替手続についての権限を委任し
ましたので通知します。

委任状



第 19 号様式（第 14 条関係） 

 

郡山市長　様

令和　　年　　月　　日

書留郵便による送付を希望

※確実に受け取ることができる方に限り、書留郵便による送付が可能です。

※通常は本人限定受取郵便により送付します。

※１　個人番号がわからない場合は、生年月日と性別を記載してください。

※２　太枠内は、住所地以外の地を個人番号カードの送付先とする場合のみ記載してください。

(1)又は(2)のどちらかにチェックを記入してください。

(１)暗証番号を設定する (２)いずれの暗証番号も設定しない（顔認証マイナンバーカード）

※ 事務処理記載欄

　1.無

　2.有（紙・電子）

（参考）個人番号の記載がある場合は、生年月日と性別に加えて、住所の記載も省略することが可能です。

受付担当者 受付年月日

個人番号カード・電子証明書　暗証番号設定依頼書
兼　個人番号カード送付先情報登録申請書

個  人  番  号
生年月日

※１

 ③住民基本台帳用
   暗証番号

 ④券面事項入力補助用
   暗証番号

性別

※１
男  ・  女

氏        名   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住        所

免　パ　個　在　障
保　年　介　診　学
他(　　　　　　　)

代
理
人

免　パ　個　在　障
保　年　介　診　学
他(　　　　　　　)

電  話  番  号

①署名用電子証明書を利用するための暗証番号

　※署名用電子証明書…インターネットで電子文書を送信する際などに、文書が改ざんされていないかどうか等を

　確認することができる仕組み。

②利用者証明用電子証明書を利用するための暗証番号

　※利用者証明用電子証明書…インターネットを閲覧する際などに、利用者本人であることを証明する仕組み。

③住民票コードをテキストデータとして利用するための暗証番号

④個人番号や基本４情報を確認し、テキストデータとして利用するための暗証番号

送付方法

個人番号カード
送　　付　　先

※２

令和　　年　　月　　日

本人確認書類等の種類 複写等の有無

本
人

【注意】

　顔認証マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書は、健康保険証としての利用は可能ですが、マイナポータルなど暗証番号の

入力を必要とする各種オンラインサービスでは利用できません。

第19号様式（第14条関係）

 ②利用者証明用電子証明書
   暗証番号

住所地において
個人番号カード
の送付を受ける
ことができない
理由（※２）

    （１）を選択した方のみ以下の欄に設定する暗証番号を記入してください。

 ①署名用電子証明書
   暗証番号



第 20 号様式（第 15 条関係） 

 

 

日 曜日
a.手数料有
料（件）

b.手数料無
料（件）

A=a+b
c.手数料有
料（件）

d.手数料無
料（件）

B=c+d
e.手数料有
料（件）

f.手数料無
料（件）

C=e+f

1 月
2 火
3 水
4 木
5 金
6 土
7 日
8 月
9 火
10 水
11 木
12 金
13 土
14 日
15 月
16 火
17 水
18 木
19 金
20 土
21 日
22 月
23 火
24 水
25 木
26 金
27 土
28 日
29 月
30 火
31 水

（件） （件） （件） （件） （件） （件）

第20号様式（第15条関係）

合計

署名用電子証明書・利用者証明用電子証明書交付記録　＜令和○年○月＞

○月
A．署名用電子証明書のみの交付

（件）
B．利用者証明用電子証明書のみの交

付（件）
C．署名用電子証明書と利用者証明用

電子証明書の同時交付（件）


